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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、事業規模拡大及び収益力の向上を達成するためには、経営における透明性の向上とコンプライアンス遵

守の経営を強化することが不可欠であると認識し、コーポレート・ガバナンスの強化に取り組み、健全で公正な企

業経営に努めております。

＜基本方針＞

（１）株主の権利・平等性の確保に努めます。

（２）株主以外のステークホルダー（お客さま・取引先・債権者・地域社会・従業員等）との適切な協働に努めます。

（３）適切な情報開示と透明性の確保に努めます。

（４）透明・公正かつ迅速・果断な意思決定をおこなうため、取締役会の役割・責務の適切な遂行に努めます。

（５）株主との建設的な対話に努めます。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則１－２－４ 株主総会における議決権の電子行使のための環境作り、招集通知の英訳】

　現在、当社の株主に対する海外投資家の比率は相対的に低いため、業務、効率面から議決権の電子行使を可能とする環境作り（議決権電子行
使プラットフォームの利用等）や招集通知の英訳は行っておりません。今後、海外投資家の比率が20％を超えた段階で実施するかについて検討を
進めて参ります。

【補充原則３－１－２　海外投資家等に対する英語での情報の開示・提供】

　現在、当社の株主に対する海外投資家の比率は相対的に低いため、その比率が今後20％を超えた段階で、必要に応じて英語での情報の開
示・提供を実施するかについての検討を進めて参ります。

【原則４－２　取締役会の役割・責務（2）】

　取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬については、当社の業績及び株式価値等との連動性をより明確にするため、今後、業績連動型
報酬制度を含めた報酬体系を検討いたします。

【補充原則４－２－１　中長期的な業績と連動する報酬制度】

　中長期的な業績と連動する報酬として、今後、業績連動型報酬制度を含めた報酬体系を検討いたします。

【補充原則４－11－３　取締役会の評価結果の概要開示】

　当社は、取締役会において、年１回程度、取締役会全体の実効性の分析・評価を行い、その結果の概要を開示する予定にしております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４　いわゆる政策保有株式】

　当社は、取引先企業及び地域企業との関係強化、また、当社の中長期的な企業価値の向上に資すると判断される場合、政策保有株式を保有
することとしております。毎年、取締役会で主要な政策保有株式について、中長期的な観点から保有することのリターンとリスクなどを踏まえた合
理性・必要性について検証し、他の株主の権利及び平等性も考慮して、これを反映した保有の狙い及び合理性を確認することとしております。

　また、政策保有株式の議決権については、全ての議案に対して行使することとし、議案の内容のみならず、投資先企業の状況や当該企業との
取引関係等を踏まえた上で、議案に対する賛否を判断いたします。

【原則１－７　関連当事者間の取引】

　当社は、取締役の利益相反取引、取締役と会社間の取引及び取締役の競業取引を取締役会の付議事項としており、取引毎に取締役会による
事前承認を実施しております。また取引の実施後、その状況について取締役会に定期的に報告することとしております。

また、当社の役員に対しては、年１回、関連当事者間の取引を確認する調査を実施し、監視を行っております。

　当社が主要株主等（総議決権１０％以上の株主とする）と取引を行う場合には、取締役会規程に基づき、当該取引につき、その重要性の高いも
のについて、取締役会に上程し、決議しております。なお、取引条件等については、第三者の取引と同様に決定しております。

【原則３－１　情報開示の充実】

<１>会社の目指すところ(経営理念等)や経営戦略、経営計画

　当社のホームページ、事業報告、有価証券報告書、会社案内等において公表しておりますので、ご参照下さい。

<２>コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針



　本報告書 「コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報」の「１．基本的な考え方」に記載して

おります。

<３>取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

　本報告書 「報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」をご参照下さい。すなわち、株主総会で承認された報酬総額の限度内で、取締

役（監査等委員を除く。）の報酬については役員待遇規程で定める一定の基準に基づいて取締役会にて決定しております。

　なお、取締役の報酬の検討にあたり、当社は、独立社外取締役３名で構成される監査等委員会の関与・助言を得ることにより、より客観性・透明
性を確保しております。

<４>取締役会が経営陣幹部の選任と取締役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

　１．経営陣幹部選任・取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補指名におきましては、的確かつ迅速な意思決定、適切なリスク管理、業務
執行の監視及び会社の各機能と各事業部門をカバーできるバランスを考慮し、適材適所の観点から総合的に検討しております。また、監査等委
員である取締役候補指名におきましては、財務・会計に関する知見、当社事業分野に関する知識及び企業経営に関する多様な視点のバランスを
確保しながら、適材適所の観点から総合的に検討しております。

　２．代表取締役が各方面よりご意見を聞き、業績、人格、識見などを総合的に勘案し、その責務にふさわしい人物を人選しております。人選結果
について、株主総会及び取締役会で審議し、決定しております。なお、監査等委員である取締役候補者については、監査等委員会の同意を得て
います。

　３．経営陣幹部選任・取締役候補指名の検討にあたり、当社は、独立社外取締役３名から構成される監査等委員会の関与・助言を得ることによ
り、より客観性・透明性を確保しております。

<５>個々の選任・指名についての説明

　取締役候補者及び社外取締役候補者の選任理由を株主総会招集通知にて開示しております。

【補充原則４－１－１　経営陣に対する委任の範囲】

　当社は、取締役会の監督機能とコーポレート・ガバナンスの一層の強化を図り、経営の健全性と効率性を高めるため、2015年6月をもって監査等
委員会設置会社に移行しました。

　取締役会が自ら決議する事項を取締役会規程で定め、それ以外の重要事項については職務権限規程において経営陣に対するその委任範囲を
明確にしております。

【原則４－８　独立社外取締役の有効活用】

　当社の取締役７名のうち社外取締役を３名選任し、東京証券取引所が定めた社外取締役の独立性基準を満たした独立役員として３名を届出し
ております。これにより、当社の持続的成長と中長期的な企業価値の向上に寄与すべく、株主をはじめとする各ステークホルダーの利益を重視
し、経営陣から独立した客観的な立場で、経営の監視・監督活動を行っております。

【原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　独立社外取締役につきましては、東京証券取引所が定める独立役員の独立性に関する判断基準に基づき選任しております。

また、独立社外取締役３名は、それぞれの分野で培ってきた長年の経験と知見、幅広い見識を基に、当社の経営に対して独立かつ客観的な立場
から、的確な助言・提言をいただける人物として総合的に判断して選任しております。

【補充原則４－11－１　取締役会のバランス・多様性及び規模に関する考え方】

　当社の取締役会は、経営の基本方針並びに重要な経営戦略の審議、決定をする最上位の業務執行の決定機関と位置づけており、その機能を
十分に果たすために取締役の員数は定款で１０名以内（うち監査等委員である取締役は５名以内）としております。

　取締役の選任にあたっては、知識・経験・能力のバランスを考慮し、当社の企業価値向上に資する候補者であるかを基準に選定し、特に監査等
委員である社外取締役については豊富な経験を生かし、取締役の業務執行に対する監督の実効性を高めるため弁護士、公認会計士、金融機関
出身者から選定しております。

【補充原則４－１１－２　取締役の他の上場会社の役員兼任状況】

　取締役の他の上場会社の役員の兼任状況は「株主総会招集ご通知」の参考書類や事業報告等の開示書類において毎年開示しております。

【補充原則４－１４－２　取締役に対するトレーニング方針】

　当社は、取締役がその職責を十分に果たすための必要な知識等の習得にあたり、その機会を提供しております。また、社外取締役がその機能
を十分に果たすことを可能とするため、当社グループの事業・財務・組織等に関する必要な知識を習得できるよう各社外取締役に応じた機会を提
供することとしております。

　なお、取締役が必要に応じて外部の研修会等に参加する際には会社がその費用を負担するようにしております。

【原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針】

　１．当社は、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るためには株主との建設的な対話を促進することが重要であると考えており
ます。そのための推進体制として、ＩＲ担当取締役を選任するとともに総務人事部をＩＲ担当部署といたしております。

　２．当社のＩＲ活動につきましては、当社ホームページに専用ページを設け経営方針や業績等についての開示を行っております。また、問い合わ
せフォームを掲載することにより、一般株主が当社に質問できる環境を提供しております。

　３．株主総会を株主の皆様との重要な対話の場と位置付け、当社事業に関する十分な情報開示を行なっております。

　４．株主からの意見や要望については、当社経営に資すると判断されるものは全て取締役会にて適切かつ効果的にフィードバックして情報を共
有し、取締役会は実現に向け、前向きに対応いたします。

　５．決算発表前の一定期間につきましては、投資家との対話が行われることのないよう、ＩＲ活動を制限いたします。またインサイダー情報の管理
につきましては、関係者全員が「インサイダー取引管理規程」に則り、インサイダー情報及び公表については、適切な対応を徹底しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】



氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社田村商事 3,045,000 33.70

田村　正則 2,000,920 22.20

山本　知宏 291,000 3.20

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 212,000 2.30

照井　力夫 180,000 2.00

安谷屋　恵正 150,000 1.70

MSIP　CLIENT　SECURITIES 142,000 1.60

株式会社八十二銀行 140,200 1.60

富沢　裕司 110,000 1.20

中西　豊子 107,000 1.20

支配株主（親会社を除く）の有無 田村　正則

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第二部

決算期 3 月

業種 電気機器

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

当社は、支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針として、支配株主等との取引条件等におきましては、他の会
社との取引を行う場合と同様に契約条件や市場価格を見ながら合理的に決めており、現時点において、当社は少数株主の保護に対する方策を
適切に履行しております。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

現時点において、重要な影響を与えうる特別な事情はありません。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

赤羽　啓 弁護士

秦　一郎 公認会計士

草間　理 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

赤羽　啓 ○ ○ ―――

弁護士としての長年の経験と知見を当社経営
に反映し、業務執行を行う経営陣に対

し、独立かつ客観的立場から、提言をいただけ
ると考え、選任しております。

秦　一郎 ○ ○ ―――

公認会計士としての長年の経験と知見を当社
経営に反映し、業務執行を行う経営陣に

対し、独立かつ客観的立場から、提言をいただ
けると考え、選任しております。

草間　理 ○ ○ ―――

金融機関等において培ってきた豊富な経験と
幅広い見識を当社経営に反映し、業務執行を
行う経営陣に対し、独立かつ客観的立場から、
提言をいただけると考え、選任しております



【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 3 1 0 3 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

なし

現在の体制を採用している理由

監査等委員会は、管理部門の社員に監査業務に必要な事項を命令することができるものとし、監査等委員会より監査業務に必要な命令を受けた
社員はその命令に関して、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指揮命令を受けないものとする。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

内部監査は他部門から独立した内部監査部門を設置し、専任１名の体制で当社の組織、制度及び業務が経営方

針及び諸規程に準拠し、効率的に運用されているかの検証、評価及び助言を行っております。また、内部監査に

関し代表取締役及び監査等委員会へ適宜報告を行うなど相互に連携をとり業務を遂行しております。

監査等委員会は３名の社外取締役で構成されており、監査等委員会で定めた監査方針、監査計画等に従って監

査を実施し、取締役会等重要会議への出席や重要書類の閲覧及び取締役面談などを通じて、取締役の職務遂行に

ついて監査しております。取締役会等に出席することにより、取締役の職務執行を始め内部統制システムの整備

状況、事業経営全般の職務執行状況について監査を実施しています。また、会計監査人の監査に立会い、必要に

応じて報告・説明を求め、意見交換を行うことによって監査において緊密な連携を保っております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

現在のところ取締役もしくは従業員に対する具体的なインセンティブの付与は考えておりません。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】



（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

当社の取締役への報酬等の総額は以下の通りであります。

取締役　76,076千円

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬額及び監査等委員である取締役の報酬額は、平成27年６月26日開催の第52期定時株
主総会決議により、年額150百万円以内と年額25百万円以内にそれぞれ定められております。

【社外取締役のサポート体制】

経営企画室が取締役会開催の案内やその他の連絡及び調整を行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

1. 当社の取締役会は取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名と監査等委員である社外取締役３名で構成

されております。月１回を原則とする取締役会と必要に応じて臨時取締役会を開催して、経営の基本方針並びに

重要な経営戦略の審議、決定をする最上位の業務執行機関と位置づけております。

2. 当社は監査等委員会設置会社であり、監査等委員会は社外取締役３名で構成されております。社外取締役３名

のうち２名は弁護士及び公認会計士を選任しております。監査等委員会は原則３ヶ月に１回開催し、必要に応じ

て随時開催できる体制をとっております。また、監査等委員は取締役会に出席し、監査等委員以外の取締役の職

務執行が法令・定款・社内規程に沿って適切に行われているかどうかを監査するとともに、会計監査人、内部監

査部門との相互連携により、監査の実効性の充実を図っております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は平成27年６月26日開催の第52期定時株主総会において、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社へ移

行することが承認・可決され、業務執行に対する取締役会の監督機能強化、及び社外取締役の経営参画によるプロ

セスの透明性と効率性の向上により国内外のステークホルダーの期待に応えるため、さらなるガバナンスの強化を

図る体制としております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

その他
必要により株主総会後、会社の方針等を説明する場を設定するとともに、必要な情報を当
社ホームページに公開しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

IR資料のホームページ掲載 決算短信、適時開示資料、会社説明会資料を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 総務人事部 総務課にて担当しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
環境への取組については、当社ホームページにて環境方針を公開し、環境保全活動並び
にＣＳＲ活動等を展開しております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、事業規模拡大及び収益力の向上を達成するためには、経営における透明性の向上とコンプライアンス遵

守の経営を強化することが不可欠であると認識し、コーポレート・ガバナンスの強化に取り組み、健全で公正な企

業経営に努めております。

企業統治の体制

（会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況）

当社は平成27年６月26日開催の第52期定時株主総会において、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社へ移

行することが承認・可決され、業務執行に対する取締役会の監督機能強化、及び社外取締役の経営参画によるプロ

セスの透明性と効率性の向上により国内外のステークホルダーの期待に応えるため、さらなるガバナンスの強化を

図る体制としております。

(1）会社の機関の基本説明

1. 当社の取締役会は取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名と監査等委員である社外取締役３名で構成

されております。月１回を原則とする取締役会と必要に応じて臨時取締役会を開催して、経営の基本方針並びに

重要な経営戦略の審議、決定をする最上位の業務執行機関と位置づけております。

2. 当社は監査等委員会設置会社であり、監査等委員会は社外取締役３名で構成されております。社外取締役３名

のうち２名は弁護士及び公認会計士を選任しております。監査等委員会は原則３ヶ月に１回開催し、必要に応じ

て随時開催できる体制をとっております。また、監査等委員は取締役会に出席し、監査等委員以外の取締役の職

務執行が法令・定款・社内規程に沿って適切に行われているかどうかを監査するとともに、会計監査人、内部監

査部門との相互連携により、監査の実効性の充実を図っております。

(2）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他、会社の業務の適正を確保す

るための体制について内部統制システムに関する基本方針は以下の通りであります。

内部統制システムに関する基本方針

1. 当社及び子会社の取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制（コンプ

ライアンス体制）

ａ．企業倫理憲章を制定し全社員に周知することにより、法令遵守及び社会倫理の遵守を企業活動の前提とする

ことを徹底する。

ｂ．各取締役は担当本部のコンプライアンス体制の整備及び問題点の把握に努め、各業務部門固有のコンプライ

アンスリスクを分析し、その対策を具体化する。取締役社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置

し、コンプライアンス上の重要な問題を審議し、その結果を取締役会に報告する。

ｃ．取締役がコンプライアンス上の問題を発見した場合はすみやかに取締役社長に報告する。従業員が直接取締

役社長に報告することを可能とするコンプライアンス・ホットラインを設ける。管轄の取締役はその内容を

調査し事実を確認し、部門長と協議の上、問題解決と再発防止策を実行する。

ｄ．その他、労働基準法、下請代金支払遅延等防止法等、予め法令に違反する恐れのある内容については、特に

自主的に管理やチェック体制を強化する。

2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制（情報保存管理体制）

文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体（以下、文書等という）に記録し

保存するようにし、取締役は常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。

3. 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制（リスク管理体制）

リスク・コンプライアンス規程により、リスクカテゴリー毎の責任部署を定め、グループ全体のリスクを網羅

的・総括的に管理し、リスク管理体制を明確化すると共に、内部監査部門が各部署毎のリスク管理の状況を監査

し、その結果を定期的に取締役会に報告する。

4. 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制（効率的職務執行体制）

取締役会は全社の経営方針、経営目標を定め、担当取締役は各部門の運営方針及び具体的目標と予算を作成

し、職務権限を明瞭に定め実行する。決裁金額の大きいものは、稟議書承認により実行するものとする。また、

取締役の職務執行状況及び予算達成状況は、月次の取締役会において報告させ確認する。

5. 当該会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制（グループ会社管理体制）

ａ．当社の内部監査部門は、当社及び子会社の内部監査を実施し、その結果を統括部署及び責任者に報告し、統

括部署は必要に応じて、指導、実施の支援・助言を行う。

ｂ．当社取締役及び子会社の社長は、各部門の業務執行の適正を確保する内部統制の確立と運用の権限と責任を

有する。

ｃ．当社及び子会社における内部統制に関する協議、情報の共有化、指示・要請の伝達等が効率的に行われるシ

ステムを含む体制を構築する。

ｄ．当社は、財務報告の信頼性を確保するため、必要かつ適切な内部統制を構築し、継続的にモニタリングする

ための体制を整備する。

6. 監査等委員がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、その使用人の

取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項、当該使用人に対する指示の実効性の

確保に関する事項

監査等委員は、管理部門の社員に監査業務に必要な事項を命令することができるものとし、監査等委員より監

査業務に必要な命令を受けた社員はその命令に関して、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指揮命令

を受けないものとする。

7. 当社及び子会社の取締役及び使用人が監査等委員に報告するための体制、その他の監査等委員への報告に関す

る体制、報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

取締役または使用人は、監査等委員に対して、法定の事項に加え、当社及び当社グループに重大な影響を及ぼ

す事項、内部監査の実施状況、コンプライアンス・ホットラインによる通報状況及びその内容をすみやかに報告

する体制を整備する。なお、報告したことを理由に報告者が不利益な取扱いを受けない対応をする。

8. その他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制

ａ．監査等委員会、会計監査人、取締役社長との間で定期的な意見交換会を設定する。

ｂ．監査等委員は、必要に応じ、会計監査人・弁護士に相談をすることができ、その費用は会社が負担するもの

とする。



２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体との関係を拒絶し、毅然とした態度で組織をあげて立ち向かう旨の「サンコー
企業倫理憲章」を定め、全従業員に周知徹底を図っております。また、反社会的勢力への対応部門として総務人事部を定め平素より警察・弁護士
等の外部専門機関との連携を図り情報収集に努めております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――


